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（収益的収入及び支出）

（資本的収入及び支出）

（総則）
第１条 平成２９年度中間市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。
給 水 戸 数 中 間 市 19,544

遠 賀 町 8,143
計 27,687

年 間 総 給 水 量 6,425,035

第 １ 項 営 業 収 益 956,765 千円
第 ２ 項 営 業 外 収 益 156,199 千円
第 ３ 項 特 別 利 益

一 日 平 均 給 水 量 17,603
主 要 な 建 設 改 良 事 業
改 良 費
原 水 及 び 浄 水 施 設改 良費 88,745 千円
配 水 施 設 改 良 費 365,566 千円
特 設 配 水 管 布 設 費 3,240 千円

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。
収 入

第 １ 款 水 道 事 業 収 益 1,112,984 千円

20 千円
支 出

第 ２ 款 水 道 事 業 費 用 1,085,166 千円
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（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額
457,123千円は当年度分損益勘定留保資金305,452千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額
24,818千円及び減債積立金126,853千円で補てんするものとする。）

第 １ 項 営 業 費 用 931,063 千円
第 ２ 項 営 業 外 費 用 151,593 千円
第 ３ 項 特 別 損 失 1,510 千円
第 ４ 項 予 備 費 1,000 千円

第４条

第４６号議案

平成２９年度中間市水道事業会計予算

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。



（企業債）

（一時借入金）

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

（１）

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

（１）
（２）

（たな卸資産購入限度額）

中間市長　福田　浩
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収 入
第 ３ 款 資 本 的 収 入 216,904 千円
第 １ 項 負 担 金 4,654 千円
第 ３ 項 企 業 債 200,000 千円
第 ４ 項 施 設 分 担 金 9,000 千円
第 ５ 項 特 設 配 水 管 負 担 金 3,240 千円
第 ７ 項 固 定 資 産 売 却 代 金 10 千円

支 出
第 ４ 款 資 本 的 支 出 674,027 千円
第 ４ 項 改 良 費 457,551 千円
第 ５ 項 固 定 資 産 購 入 費 10,562 千円
第 ６ 項 企 業 債 償 還 元 金 205,914 千円

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。
起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 方 法

　借入先の融資条件による。
配水施設整備事業企業債 200,000 千円 証 書 借 入 ２％以内 ただし、企業財政その他の

都合により繰上償還又は低
利に借り換えることができ
る。

第６条 一時借入金の限度額は、２００,０００千円と定める。

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
営業費用と営業外費用

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費を
その経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。
職 員 給 与 費 186,265 千円
交 際 費 100 千円

第９条 たな卸資産の購入限度額は、 49,350 千円と定める。

　　平成２９年９月５日提出



収 益 的 収 入 及 び 支 出
収 入 （単位 千円）

款 項 目 予 定 額 備 考

1.

2. 受 託 工 事 収 益

1. 640

48,600

特 別 利 益

特 別 利 益 201.

そ の 他 の
営 業 収 益

口 径 別 納 付 金

消費税還付金を計上した。

一般会計繰入金を計上した。

20

0

過年度損益修正益を計上した。
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消 費 税 還 付 金

営 業 外 収 益

4.

下 水 道 事 務
受 託 収 益

7.

5.

6.

3.

他 会 計 補 助 金

雑 収 益

長期前受金戻入

1.

3.

3.

956,765営 業 収 益

平 成 ２ ９ 年 度 中 間 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

長期前受金戻入を計上した。74,051

一般会計負担金を計上した。

下水道事務受託収益を計上した。

1,320

受託工事収入を計上した。

雑収益を計上した。

29,811

2.

1,767

他 会 計 繰 入 金8.

水 道 事 業
収 益

受 取 利 息

1.

10

2.

給 水 収 益

預金等利息を計上した。

1,112,984

935,329

諸手数料等の収入を計上した。

水道料金を計上した。

7,936

156,199

13,500 口径別納付金を計上した。



2.

5.

6.

9.

水 道 事 業
費 用

1.

1.

予 備 費

営 業 費 用

1,085,166

931,063

2.

特 別 損 失

2. 営 業 外 費 用

2.

7.

3.

1.

25,931

151,593

支 出
款 項 目 予 定 額

3.

102,597

10,010

4.

20

1. 予備費を計上した。

営 業 費

事業経営上の一般庶務、その他事務に要する経
費を計上した。

企業債及び借入金利子を計上した。

資 産 減 耗 費

固定資産の減価償却費を計上した。

配給水作業並びに設備の維持に要する経費を計
上した。

37,623

（ 単位 千円）
備 考

1,000

受託工事費を計上した。

材料売却原価を計上した。20

77,042

68,999

消費税納税額を計上した。

その他の営業費用

受 託 工 事 費 48,600
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原水及び浄水費

漏水防止対策費

255,798

369,493

8.

3. 雑支出を計上した。

消 費 税

雑 支 出

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

たな卸資産減耗費及び固定資産除却費を計上し
た。

配水及び給水費

総 係 費

4.

原水取水及び浄水設備の維持並びに作業に要す
る経費を計上した。

料金の調定徴収事務及び量水器の修繕等に要す
る経費を計上した。

減 価 償 却 費

86,523

漏水防止対策に要する費用を計上した。

1,510

1,510 過年度損益修正損を計上した。

予 備 費

1.

1,000

特 別 損 失



収 入 （単位 千円）
款 項 目 予 定 額 備 考

建設改良企業債を計上した。

施設分担金を計上した。1.

固定資産売却代金を計上した。10

3,240 特設配水管負担金を計上した。

固 定 資 産
売 却 代 金

2.

施 設 分 担 金

5.

200,000

工 事 負 担 金

3

工事負担金を計上した。4,654

9,000

建設改良企業債
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3,240

7.

1.

特 設 配 水 管
負 担 金

3.

負 担 金

4.

企 業 債

施 設 分 担 金

1.

資 本 的 収 入 及 び 支 出

4,654

10
固 定 資 産
売 却 代 金

5.

1.

資本的収入

200,000

216,904

特 設 配 水 管
負 担 金

9,000



支 出 （単位 千円）
項 目 予 定 額 備 考

205,914

205,9146.
企 業 債
償 還 元 金

浄水施設の改良に要する経費を計上した。

企業債償還元金

特設配水管布設工事費を計上した。

10,562

３.

原 水 及 び 浄 水
施 設 改 良 費

4. 資本的支出 674,027

4.

量水器等の固定資産購入に要する経費を計上し
た。

5.

１.

配水施設の改良に要する経費を計上した。

10,562

２.

特 設 配 水 管
布 設 費

配水施設改良費

457,551

款

企業債償還元金を計上した。

365,566

3,240

固定資産購入費
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固 定 資 産
購 入 費

改 良 費

1.

１.

88,745



平 成 ２ ９ 年 度 中 間 市 水 道 事 業 会 計 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書
(平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）

Ⅰ. 業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

当 年 度 純 利 益 6,412,000

減 価 償 却 費 369,493,000

固 定 資 産 除 却 費 10,000,000

引 当 金 の 増 減 額 1,089,012

長 期 前 受 金 戻 入 額 △ 74,051,000

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 640,000

支 払 利 息 77,042,000

未 収 金 貸 倒 引 当 金 の 増 減 1,052,000

固 定 資 産 売 却 損 益 0

未 収 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） △ 20,804,142

貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） 0

た な 卸 資 産 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） 77,000

未 払 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 92,586,109

そ の 他 流 動 負 債 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） 0

小 計 462,255,979

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 640,000

利 息 の 支 払 額 △ 77,042,000

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 385,853,979

Ⅱ. 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 436,456,000

有 形 固 定 資 産 売 却 に よ る 収 入 10,000

負 担 金 に よ る 収 入 16,374,000

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ 420,072,000

Ⅲ． 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 200,000,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 205,913,542

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ 5,913,542

資 金 に 係 る 換 算 差 額 0

資 金 の 増 加 額 （ 又 は 減 少 額 ） △ 40,131,563

資 金 期 首 残 高 1,777,777,957

資 金 期 末 残 高 1,737,646,394
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1. 総　括

注：( )内は再任用職員数を外書したものである。

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

(0)

0 5

(0) (3)

0 21

(0) (1)

0 19

(0) (1)
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給 与 費 明 細 書

職 員 数           給                 与                 費

特別職 一般職 報　酬 給　料 賃　金 手　当 計区　　　　分

(人)

1,806 △ 2,093 △ 6,013

904

-1

（ 単位 千円）

1,620 3,802

期末勤勉手
当

39,462

1,928 △ 6,035

4,802

(0) (3)

0 16
30,187 25,837 172,050

-(1)

0 2

(0) (1)
△ 5,7260 △ 1,619

0 △ 7,423

(0)

37,282

972

1,487

前年度 3,222 1,928

時 間 外
勤務手当

3,250

損 益 勘 定
支 弁 職 員

本
年
度

合 計

△ 1,435 △ 2,093 △ 20,716

0

27,930 192,766

36,424 27,930 218,115

25,349

14,703

31,622

212,102

8,043 0 40,052

3,241 0

38,230

比

較

前
年
度

手当等

の内訳

合 計

通勤手当 住居手当

本年度 2,856 1,072

11,462

20,547

扶養手当

25,837

損 益 勘 定
支 弁 職 員

資 本 勘 定
支 弁 職 員

損 益 勘 定
支 弁 職 員

資 本 勘 定
支 弁 職 員

0

比　較 △ 366 △ 441

資 本 勘 定
支 弁 職 員

△ 17,188

552 △ 2,180

合 計

1,928 △ 11,693

区　　分

0 3,026

管理職手当

0 22

0 3

(0) (2)

168 648

0 14,484 0 6,063

(0) (2)

0 -3

(0)

116,0263,026 36,252

退職手当組合
負　 担 　金

合　　計

20,142 0 11,867 32,009

0 100,997 3,026 49,738

43,67586,513

1,928 94,962 3,026 48,119

法定福利費

0 5,658 0 5,804

153,761

1,928 74,820

148,035

0

133,214



2. 給料及び手当等の増減額の明細

3. 給料及び手当等の状況

職員１人当たり給与

初　任　給

平均定昇率　　　1.54%

備 考

(1)

給　　　料

そ の 他 の 減 額 分

933

そ の 他 の 減 額 分△ 1,619

(千円)

△ 1,619

△ 6,968

区 分 企 業 職

平 均 給 料 月 額 (円) 340,565

平 成 ２ ９ 年 １ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 (円) 399,961

平 均 年 齢 (歳) 45.5

平 均 給 料 月 額 (円) 366,614

平 均 給 与 月 額 (円) 418,121

平 均 年 齢 (歳) 49.8

(2)

区 分 企 業 職 (円) 一般会計の制度 (円)

高 校 卒 150,500 150,500

大 学 卒 178,200 178,200
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平 成 ２ ８ 年 １ 月 １ 日 現 在

昇給に伴う増加分

手　当　等

区　分

△ 6,035

増 減 額

給与改定に伴う減額
分

増 減 事 由 別 内 訳

0

一般職員△１、再任用職員＋１　職員年齢若年化

(千円)
説　　　明



級　別　職　員　数

注：( )内は再任用職員数を外書したものである。

（級別の標準的な職務内容）

期末手当、勤勉手当

注：( )内は再任用職員の支給率である。

級 等 に よ る 加 算 措 置

22 100
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(3)

平成２９年１月１日現在 平成２８年１月１日現在
級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

(0) (0.0) (0) (0.0)
0 0.0 0 0.0

７　　級

(0) (0.0) (0) (0.0)
1 5.0 1 4.5
(0) (0.0) (0) (0.0)
6 30.0 9 40.9
(0) (0.0) (0) (0.0)

６　　級

6 30.0 4 18.2
(2) (66.7) (0) (0.0)
5 25.0 8 36.4

３　　級

0.0
１　　級

(1) (33.3) (2) (100.0)
1 5.0 0 0.0

１　級

(0) (0.0) (0) (0.0)
1 5.0 0

区　　分 ７　級 ６　級

左 以 外 の 職 員

(3) (100) (2)

２　級

(100)
20

企　業　職

計
100

部長及び参事課長及び主幹
課長補佐・
参事補及び
主査幹

係長及び主
査

５　級 ４　級 ３　級

主　　査

(1.05) (1.20) (2.25) 

(4)

支　給　期　別　支　給　率 支給率計 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

本　　 　年　 　　度
2.225 4.300

(1.00) (1.15) (2.15) 

６月（月分） １２月（月分） （月分）

2.075

区　　　　　分

有

4.100
(1.05) (1.20) (2.25) 

4.300
一 般 会 計 の 制 度

2.075 2.225

有前　 　　年　 　　度
1.975

３　　級

７　　級

企 業 職

２　　級

計

２　　級

１　　級

有

2.125

４　　級 ４　　級

５　　級 ５　　級

区　　分

６　　級



定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

そ の 他 の 手 当

(5)

支　給　率　等 25.55625 34.5825 49.590 49.590

２５年勤続の
者　（月分）

制度なし 制度なし
一般会計の制度(支給率等) 25.55625 34.5825 49.590 49.590 制度なし 制度なし

２０年勤続の
者　（月分）

最高限度
（月分）

３５年勤続の
者　（月分）

そ の 他 の
加算措置等

退 職 時
特別昇給
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(6)

区　　　　分 一般会計の制度との異同
扶 養 手 当 同　　　　　　じ
住 居 手 当 同　　　　　　じ
通 勤 手 当 同　　　　　　じ

区　　　　　分



（単位　円）

47,853,606
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平 成 ２ ８ 年 度 中 間 市 水 道 事 業 会 計 予 定 損 益 計 算 書

（ 平 成 ２ ８ 年 ４ 月 １ 日 か ら 平 成 ２ ９ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で ）

Ⅰ． 営 業 収 益

（１） 給 水 収 益 862,052,522

（２） そ の 他 営 業 収 益 5,648,461

（３） 口 径 別 納 付 金 13,196,668 880,897,651

Ⅱ． 営 業 費 用

（１） 原 水 及 び 浄 水 費 219,102,829

（２） 配 水 及 び 給 水 費 88,191,416

（３） 漏 水 防 止 対 策 費 18,213,856

（４） 営 業 費 96,849,630

（５） 総 係 費 73,993,863

（６） 減 価 償 却 費 357,696,566

（７） 資 産 減 耗 費 5,554,485

（８） そ の 他 営 業 費 用 0 859,602,645 21,295,006

営 業 利 益

Ⅲ． 営 業 外 収 益

（１） 受 取 利 息 741,159

（２） 受 託 工 事 収 益 18,317,000

（３） 雑 収 益 2,056,575

（４） 下 水 道 事 務 受 託 収 益 27,615,146

（５） 他 会 計 補 助 金 1,360,000

（６） 長 期 前 受 金 戻 入 73,940,418

（７） 他 会 計 繰 入 金 19,980,000 144,010,298

Ⅳ． 営 業 外 費 用

（１） 支払利息及び企業債取扱諸費 77,574,698

（２） 受 託 工 事 費 18,317,000

（３） 雑 支 出 264,994 96,156,692

経 常 利 益 69,148,612

Ⅴ． 特 別 損 失

（１） 特 別 損 失 362,359 △ 362,359

当 年 度 純 利 益 68,786,253

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 161,687,018

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 230,473,271



（単位　円）

ト.

平 成 ２ ８ 年 度 中 間 市 水 道 事 業 会 計 予 定 貸 借 対 照 表

（ 平 成 ２ ９ 年 ３ 月 ３ １ 日 現 在 ）

資 産 の 部

Ⅰ． 固 定 資 産

（１） 有 形 固 定 資 産

イ． 土 地 440,316,730

ロ． 建 物 556,378,415

建 物 減 価 償 却 累 計 額 △ 259,193,461 297,184,954

ハ． 構 築 物 13,563,530,879

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額 △ 6,071,994,291 7,491,536,588

ニ． 機 械 及 び 装 置 3,672,791,941

機械及び装置減価償却累計額 △ 3,056,751,084 616,040,857

ホ． 車 両 運 搬 具 10,632,285

車両運搬具減価償却累計額 △ 9,396,671 1,235,614

ヘ． 工 具 器 具 及 び 備 品 61,468,549

工具器具及び備品減価償却累計額 △ 37,384,299 24,084,250

建 設 仮 勘 定 0 8,870,398,993

（２） 無 形 固 定 資 産

イ． 庁 舎 利 用 権 65,770,879

ロ． 電 話 利 用 権 718,693

ハ． そ の 他 無 形 固 定 資 産 4,113,534 70,603,106

固 定 資 産 合 計 8,941,002,099

Ⅱ． 流 動 資 産

（１） 現 金 預 金

イ． 現 金 預 金 1,777,777,957

（２） 未 収 金

イ． 営 業 未 収 金 26,519,460

ロ． 営 業 外 未 収 金 36,154,235

ハ． そ の 他 の 未 収 金 2,868,996 65,542,691

（３） 未 収 貸 倒 引 当 金

イ． 未 収 貸 倒 引 当 金 △ 738,462

（４） 貯 蔵 品

イ． 材 料 12,297,807

ロ． 貯 蔵 量 水 器 363,090 12,660,897

流 動 資 産 合 計 1,855,243,083

資 産 合 計 10,796,245,182

-13-



333,890,838

4,388,450,829

-14-

負 債 の 部
Ⅲ． 固 定 負 債

（１） 企 業 債
イ． 建設改良費等の財源に充てるための企業債 3,976,960,385

（２） 引 当 金
イ． 修 繕 引 当 金 315,065,000

固 定 負 債 合 計 4,292,025,385
Ⅳ． 流 動 負 債

（１） 企 業 債
イ． 建設改良費等の財源に充てるための企業債 205,913,542

（２） 未 払 金
イ． 営 業 未 払 金 21,036,158
ロ． 営 業 外 未 払 金 2,460,700
ハ． そ の 他 の 未 払 金 7,923,078 31,419,936

（３） 前 受 金
イ． 営 業 前 受 金 1,061,442 1,061,442

（４） 引 当 金
イ． 賞 与 引 当 金 15,522,000
ロ． 法 定 福 利 引 当 金 5,917,000 21,439,000

（５） 預 り 金
イ． 預 り 保 証 金 1,652,000
ロ． 下 水 道 預 り 金 72,404,918 74,056,918

流 動 負 債 合 計

1,869,183,996
Ⅶ． 剰 余 金

（１） 資 本 剰 余 金
イ． 再 評 価 積 立 金 41,990,732

Ｖ． 繰 延 収 益
（１） 長 期 前 受 金 3,904,743,066
（２） 長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 △ 2,122,864,936

繰 延 収 益 合 計 1,781,878,130
負 債 合 計 6,407,794,353

資 本 の 部
Ⅵ． 資 本 金

（１） 自 己 資 本 金

（２） 利 益 剰 余 金
イ． 減 債 積 立 金 547,800,593

イ． 固 有 資 本 金 187,050,196
ロ． 組 入 資 本 金 1,677,182,841
ハ． 繰 入 資 本 金 4,950,959 1,869,183,996

資 本 金 合 計

ロ． 建 設 改 良 積 立 金 387,500,000
ハ． 利 益 積 立 金 146,117,312
ニ． 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 230,473,271

剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計 10,796,245,182

ロ． 国 庫 補 助 金 99,983,102
ハ． 県 補 助 金 1,264,161
ニ． 工 事 負 担 金 733,647,507
ホ． 受 贈 財 産 評 価 額 330,490,155 1,207,375,657

1,311,891,176
2,519,266,833



（単位　円）

Ⅰ． 固 定 資 産

平 成 ２ ９ 年 度 中 間 市 水 道 事 業 会 計 予 定 貸 借 対 照 表

ニ． 機 械 及 び 装 置 3,754,569,201

機械及び装置減価償却累計額 △ 3,179,180,788 575,388,413

ホ． 車 両 運 搬 具 10,632,285

車両運搬具減価償却累計額 △ 9,763,227 869,058

ヘ． 工 具 器 具 及 び 備 品 69,919,549

（１） 有 形 固 定 資 産

イ． 土 地 440,316,730

ロ． 建 物 556,378,415

建 物 減 価 償 却 累 計 額 △ 270,923,253 285,455,162

ハ． 構 築 物 13,899,748,619

ト． 建 設 仮 勘 定 0 8,930,288,993

（２） 無 形 固 定 資 産

イ． 庁 舎 利 用 権 62,833,879

ロ． 電 話 利 用 権 718,693

ハ． そ の 他 無 形 固 定 資 産 4,113,534 67,666,106

固 定 資 産 合 計 8,997,955,099

Ⅱ． 流 動 資 産

（１） 現 金 預 金

イ． 現 金 預 金 1,737,646,394

（２） 未 収 金

イ． 営 業 未 収 金 27,071,293

ロ． 営 業 外 未 収 金 54,455,520

ハ． そ の 他 の 未 収 金 4,081,558 85,608,371

（３） 未 収 貸 倒 引 当 金

イ． 未 収 貸 倒 引 当 金 △ 1,052,000

（４） 貯 蔵 品

イ． 材 料 8,073,207

ロ． 貯 蔵 量 水 器 4,510,690 12,583,897

流 動 資 産 合 計 1,834,786,662

資 産 合 計 10,832,741,761
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（ 平 成 ３ ０ 年 ３ 月 ３ １ 日 現 在 ）

資 産 の 部

工具器具及び備品減価償却累計額 △ 44,348,863 25,570,686

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額 △ 6,297,059,675 7,602,688,944



315,065,000

Ⅳ． 流 動 負 債
（１） 企 業 債

イ． 建設改良費等の財源に充てるための企業債 213,433,654
（２） 未 払 金

イ． 営 業 未 払 金 17,308,459
ロ． 営 業 外 未 払 金 37,153,600

-16-

負 債 の 部
Ⅲ． 固 定 負 債

（１） 企 業 債
イ． 建設改良費等の財源に充てるための企業債 3,963,526,731

（２） 引 当 金
イ．

ハ． そ の 他 の 未 払 金 69,543,986 124,006,045
（３） 前 受 金

イ． 営 業 前 受 金 1,061,442 1,061,442
（４） 引 当 金

イ． 賞 与 引 当 金 17,243,000
ロ． 法 定 福 利 引 当 金 5,285,012 22,528,012

（５） 預 り 金
イ． 預 り 保 証 金 1,652,000
ロ． 下 水 道 預 り 金 72,404,918 74,056,918

流 動 負 債 合 計 435,086,071
Ｖ． 繰 延 収 益

（１） 長 期 前 受 金 3,921,117,066
（２） 長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 △ 2,196,915,936

Ⅶ． 剰 余 金
（１） 資 本 剰 余 金

イ． 再 評 価 積 立 金 41,990,732
ロ． 国 庫 補 助 金 99,983,102
ハ． 県 補 助 金 1,264,161
ニ． 工 事 負 担 金 733,647,507

1,724,201,130
負 債 合 計 6,437,878,932

資 本 の 部
Ⅵ． 資 本 金

（１） 自 己 資 本 金
イ． 固 有 資 本 金 187,050,196
ロ． 組 入 資 本 金 1,677,182,841
ハ． 繰 入 資 本 金

ホ． 受 贈 財 産 評 価 額 330,490,155 1,207,375,657
（２） 利 益 剰 余 金

イ． 減 債 積 立 金 547,800,593
ロ． 建 設 改 良 積 立 金 387,500,000
ハ． 利 益 積 立 金 146,117,312
ニ． 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 236,885,271 1,318,303,176

4,394,862,829
負 債 資 本 合 計 10,832,741,761

2,525,678,833

1,869,183,996
4,950,959 1,869,183,996

4,278,591,731

剰 余 金 合 計

資 本 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

固 定 負 債 合 計

資 本 合 計

修 繕 引 当 金



（　収　益　的　収　入　） （単位　千円）

一般会計繰入金

640

保険金収益

土地貸料

下水道事務受託収益

平 成 ２ ９ 年 度 中 間 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画 説 明 書

各 自 明 細
款　　　　　項 目

節 金　　額 付 記

0

材料売却収益

雑 収 益

口 径 別 納 付 金 13,500

量水器使用料　13mm～100mm

口径別納付金

消火栓補修工事立替分

諸手数料

材 料 売 却 収 益

水道料金

0

10

2.

1.

短期貸付金利息

預金利息

3.

4.

8.

9.

5.

6.

7.

2.

3.

1.

2.

一般会計負担金（児童手当分）

消費税還付金

国庫補助金

一般会計繰入金

国 庫 補 助 金

受託工事収入

受託設計収入

35,197

不用品売却収益

受 託 収 益

短期貸付金利息

△ 22,500

1.

受 託 工 事
収 益

2.

2.

不用品売却収益

1.

受 託 工 事 収 益

受 託 設 計 収 益

保 険 収 益

10,800 48,600

預 金 利 息

1,767 1,567

7,756 180 1.

1.

935,329 938,280 △ 2,951 921,237

営 業 収 益 956,765

1.

1.

10

29,811 29,811

1.

長期前受県補助金戻入

1.

長期前受国庫補助金戻入

0

10

10

賃 貸 料

長期前受工事負担金戻入

1.29,112

72,503 1,548 1.

長期前受受贈財産評価額戻入

3.

長期前受受贈財
産 評 価 額 戻 入

4.

長期前受県補助
金 戻 入
長期前受工事負
担 金 戻 入

2.

27,158

1,320

他会 計繰 入
金

1.48,600

74,051

営業 外収 益

1.

雑 収 益

消費 税還 付
金

長期 前受 金
戻 入

他 会 計
補 助 金

下水 道事 務
受 託 収 益

受 取 利 息

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比　較
増　減

給 水 使 用 料

手 数 料

長期前受国庫補
助 金 戻 入

2.

640 640

10,260 3,240

699

1,320 1,440

1.

4.

△ 120

156,199 165,572 △ 9,373

37,800

200

2.

10 10 0

00 22,500 1.
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0 0 0 0

13,500

0

14,092

給 水 収 益

2. 量 水 器 使 用 料

956,296 469

消 費 税 還 付 金

一般会計負担金

1,824

11,696

国庫 補助 金

1,747

口 径 別
納 付 金

そ の 他 の
営 業 収 益

3.

7,936

6,102

水 道 事 業
収 益

1,112,984 1,121,888 △ 8,904



各 自 明 細

1. 10

固定資産売却収益
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過年度損益修正益

節 金　　額 付 記

過 年 度 損 益
修 正 益

固定資産売却益2. 10

特 別 利 益 20 20 0

特 別 利 益 20 20 03.

款　　　　　項 目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比　較
増　減

1.



（　収　益　的　支　出　） （単位　千円）

期末勤勉住居

50,650

ポンプその他修繕費

浄水場運転等業務委託費外

62,397

103

1,404

27 公用車自賠責保険料

8,054

43,711

法定福利引当金繰入額

浄水用薬品費

浄水場外電力費

補修用材料費

-19-

1.

付 記

扶養 1,020

複合機賃借料

182

児童

場内整備工事等16件

厚生福利費

職員3名再任用職員2名分

公用車燃料費

試薬及び試験管等購入費

賞与引当金繰入額

7,485

414.

電話料外通信運搬費

11.

賞 与 引 当 金
繰 入 額

節

2,499

475

15.

0
時間外 817 通勤手 当 等

360

水質検査手数料外

備 消 品 費

9,35125. 手 数 料

26.

公 租 公 課 費

10.

燃 料 費 175

各 自 明 細

5. 報 酬 1,928 非常勤職員報酬

22.

薬 品 費

動 力 費

公用車車検に伴う重量税

36,706

材 料 費

厚 生 福 利 費

27.

32.

8. 旅 費 51 非常勤職員通勤費

職員3名再任用職員2名分
管理職

職員3名再任用職員2名分

法定福利引当金
繰 入 額

0 4,899

保 険 料

金　　額

20,408

7,278

通 信 運 搬 費

1,639

1,446

法 定 福 利 費

委 託 費

工 事 請 負 費

6.

28.

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比　較
増　減

931,063 947,388 △ 16,325

1,085,166 1,093,023 △ 7,857

1. 営 業 費 用

原 水 及 び
浄 水 費

2.
水 道 事 業
費 用

款　　　　　項 目

1.

24.

7.

255,798 274,763

7

2.

△ 18,965

21.

13.

給 料

修 繕 費

賃 借 料

3.

29.



期末勤勉

職員2名

住居

職員2名

扶養

1,257

厚 生 福 利 費

道路舗装復旧費

給・配水管補修工事
消火栓補修工事等

公用車自賠責保険料

水道修繕センター及び
配水池安全管理委託費等

9,345

厚生福利費

1,103

法定福利引当金繰入額212

2,988

322 通勤 51

賞与引当金繰入額

管理職

公用車重量税

0

240

時間外

携帯電話費

非常用給水袋等消耗品費
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2.

公用車燃料費

補修用材料費

2

金　　額

職員2名

工 事 請 負 費

30.

公 租 公 課 費

配水施設等修繕費

12,442

3032.

15.

付 記

324 2,146

8,035

3,275

節

法定福利引当金
繰 入 額

旅 費

手 当 等

各 自 明 細

給 料

賞 与 引 当 金
繰 入 額

192

7.

455

路 面 復 旧 費

3.

11.

修 繕 費

委 託 費

1,152

配 水 及 び
給 水 費

款　　　　　項 目

児童

職員出張旅費

比　較
増　減

1.

保 険 料

28.

22.

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

52

86,523 95,038 △ 8,515

法 定 福 利 費

備 消 品 費

2.

6.

材 料 費

10.

8.

12. 印 刷 製 本 費 33 給水装置工事申込用紙

340

29. 45,717

21.

24.

44

13. 通 信 運 搬 費

41

燃 料 費



期末勤勉

職員1名再任用職員1名

職員1名再任用職員1名

扶養 0 管理職 0

児童 0

時間外 276 通勤 24

漏水調査用消耗品費

漏水探知機等修繕費

公道漏水箇所補修工事

公用車重量税

漏水調査委託料

1,556

職員1名再任用職員1名

3.

公 租 公 課 費

公用車燃料費

法定福利引当金繰入額

公用車自賠責保険料

-21-

保 険 料

賞与引当金繰入額

6,885

厚生福利費厚 生 福 利 費

46

21.

給 料

11.

2. 手 当 等

4,355

21,928

153

10.

3.

漏 水 防 止
対 策 費

29.

22.

15,69537,623

15.

委 託 費

工 事 請 負 費

24.

路 面 復 旧 費

法定福利引当金
繰 入 額

修 繕 費

1,856

6.

燃 料 費

794

175

法 定 福 利 費

0

住居 0

32.

30.

1.

7.

10,800

2,475

108

35

備 消 品 費

賞 与 引 当 金
繰 入 額

0

9,941

補修工事に伴う路面復旧費



職員6名分

6,201
児童

440
時間外

公用車重量税

通 信 運 搬 費

421

13.

5.

検針者委託費

通勤 322940

職員6名分

住居 期末勤勉
240

9,410

2

扶養 312 管理職

648
2.

備 消 品 費

修 繕 費

1.

3,182

23,476

岡垣町からの受水費

7

水道料金口座振替手数料外

納付書等印刷費

10

量水器等修繕費

検針者傷害保険外

7,001

検満量水器取替工事

検針者に対する事故等の補償費

9,788

1,905

234

前 年 度
予 算 額

賞 与 引 当 金
繰 入 額

手 当 等

受 水 費

燃 料 費

△ 6,215 給 料

25.

24. 厚 生 福 利 費

23.

7,674

保 険 料

32.

材 料 費

29.

102,597 108,812

本 年 度
予 算 額

22,570

118

公 租 公 課 費

パッキン等材料費20

工 事 請 負 費

手 数 料 3,066

28.

821

92

委 託 費

21.

22.

8.

15.

賞与引当金繰入額

法定福利引当金繰入額

3,026

職員6名分+臨時職員2名分社会保険料

款　　　　　項 目
比　較
増　減
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各 自 明 細
節 金　　額 付 記

厚生福利費

納付書等郵送料

法 定 福 利 費

14. 賃 借 料

3.

公用車燃料費

職員出張旅費

4. 賃 金

旅 費

10. ＯＡ備品等購入費

11.

法定福利引当金
繰 入 額

7.

6.

610

61 シルバー人材センター自動車賃借料

印 刷 製 本 費12.

営 業 費

9,103

補 償 費

60.

臨時職員2名分



職員4名分

食 糧 費 50

0 期末勤勉 4,237

事務に要する消耗品費

公用車等修繕費

扶養 120

-23-

39

25. 手 数 料

金　　額

印 刷 製 本 費

交 際 費

81

10

2.

100

6.

613

職員4名分

事故等の補償費

住居

法定福利引当金繰入額

土地借上料等

1,014

267

179

付 記

5,790

賞与引当金繰入額

職員出張旅費

通勤

0

100

時間外 641

退職手当組合負担金
庁舎管理負担金等

424

職員4名分

108

44

132

節

管理職

374

32,567

10

510 水道管事故保険・公用車任意保険料外

公用車燃料費

交際費

賄料

会計帳票等印刷費

貸倒引当金繰入額

厚生福利費

職員健康診断料等2,124

修 繕 費

賃 借 料

公用車重量税

5,955

職員研修費

19.

24. 厚 生 福 利 費

65.

研 修 費

使 用 料

32. 公 租 公 課 費

33.

31.

委 託 費

負 担 金

18.

保 険 料

10.

通 信 運 搬 費

1.

款　　　　　項 目

総 係 費

7.

賞 与 引 当 金
繰 入 額

各 自 明 細

児童

13.

6.

12.

備 消 品 費

68,999 77,937 △ 8,938 16,016

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比　較
増　減

貸 倒 引 当 金
繰 入 額

21.

8.

給 料

2,212

電話料外通信運搬費

法定福利引当金
繰 入 額

10

23.

22.

補 償 費

法 定 福 利 費

3.

20.

燃 料 費

旅 費

無線局認定検査手数料等

1,052

通行料等

10

11.

15.

14.

手 当 等
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各 自 明 細
節 金　　額 付 記

77,022

7.

8.

9.

1.

2.

3.

4.

77,042 79,047 △ 2,005

10

10

企 業 債 利 息

有形固定資産減価償却費

材料売却原価

たな卸資産減耗費

無形固定資産減価償却費

固定資産除却費

不用品売却原価

固定資産除却費

借入金利息10

その他の営業費用

企業債支払利息

10,000

そ の 他 の
営 業 費 用

受託工事費

雑 支 出

特 別 損 失

1,510

消 費 税

不用品売却原価

2.

61.

3.

営業外費用 151,593 143,125 8,468

32.

0

借 入 金 利 息

支 払 利 息
及び企業債
取 扱 諸 費

0

雑 支 出47.

特 別 損 失

1.

1. 予 備 費

予 備 費 1,000 1,000 0

1,000

1,510 1,510

資産減耗費

減価償却費

37.

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費
無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

369,493 358,880

36.

10,010 0

款　　　　　項 目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比　較
増　減

48,600 37,800 10,800 48,600

20 20 0 10

20 20 0 1046.

25,931 26,258

1,510 0

公 租 公 課 費

40.

10,613 366,55635.

材 料 売 却 原 価

38.

10,010

2,937

た な 卸 資 産
減 耗 費

△ 327

39.

10
そ の 他 の
営 業 費 用

10

固定資産売却損

予備費

固定資産売却損 10

4.

72.

1,000 予 備 費

29.

41.

42.

43.

過年度損益修正損

消費税納税額

下水道工事に伴う配水管移設工事

過 年 度 損 益
修 正 損

71. 1,500

雑支出

25,931

工 事 請 負 費

企 業 債 取 扱
手 数 料

企業債取扱手数料

1,000



（　資　本　的　収　入　） （単位　千円）
各 自 明 細
節 金　　額 付 記

△ 1,506 4,654

1.

1.

2.

特設配水管
負 担 金

4,654 6,160

0

施設分担金

建 設 改 良
企 業 債

200,000

4.

1.

建設改良企業債

施設分担金 9,000

200,000 200,000 0

5.

1.

特設配水管
負 担 金

3,240

9,000

3,240 3,240 0

9,000

比　較
増　減

216,904 218,410 △ 1,506

3.

1.5.

企 業 債 200,000 200,000 0

△ 1,506

工事負担金

資本的収入

3,240 0

下水道工事に係る配水管移設工事負担金
等

工 事 負 担 金

配水施設整備事業に係る企業債

6,160

前 年 度
予 算 額

1.

0 9,000

固定資産売却代金
固 定 資 産
売 却 代 金

1.1.
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10 0

固 定 資 産
売 却 代 金

10 10 07.

3.

3,240

10

特 設 配 水 管
負 担 金

固 定 資 産
売 却 代 金

10

款　　　　　項 目

負 担 金1. 4,654

本 年 度
予 算 額

特設配水管負担金

9,000 施設分担金施 設 分 担 金



（　資　本　的　支　出　） （単位　千円）

期末勤勉
児童

公用車自賠責保険料

公用車燃料費

職員1名分

扶養 216 管理職 0

324 1,221
120

公用車重量税

厚生福利費

法定福利引当金繰入額

賞与引当金繰入額

1,591

27

78

14 消耗品購入費

職員1名分

工 事 請 負 費

88,745 89,352 △ 607

賞 与 引 当 金
繰 入 額

4,375
原 水 及 び
浄 水 施 設
改 良 費

2,116

625

6.

時間外 175 通勤 60
住居

7

120

備 消 品 費

141

79,629

22

燃 料 費

21.

7.

32.

29.

24.

保 険 料

11.

法定福利引当金
繰 入 額

公 租 公 課 費

厚 生 福 利 費

4.

15.

法 定 福 利 費

手 当 等

10.

3.

給 料

修 繕 費

改 良 費 457,551 439,365 18,186

資本的支出 674,027 22,2824.

1.

651,745

款　　　　　項 目
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本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額 金　　額

2.

1.

比　較
増　減

各 自 明 細
節 付 記

職員1名分

原水施設改良工事



期末勤勉

25

法定福利引当金
繰 入 額

住居

職員4名分

公用車燃料費

賞与引当金繰入額

公用車修繕費

扶養 996 管理職 434
時間外 631

児童 480

職員出張旅費

消耗品購入費

職員4名分

法定福利引当金繰入額

通勤 254
324 4,361

-27-

2. 346,773 18,793

2旅 費

手 当 等

配 水 施 設
改 良 費

365,566

備 消 品 費10.

2.

7.

6.

3.

15,7671.

2,246

5,931

給 料

7,480

賞 与 引 当 金
繰 入 額

401

法 定 福 利 費

厚生福利費

公用車重量税

21.

工 事 請 負 費

保 険 料

15.

32. 7

79

9 健康診断委託料

27

141

24. 厚 生 福 利 費

333,353

燃 料 費

公 租 公 課 費

11.

修 繕 費

公用車自賠責保険料

配水管布設替工事等 24件

98

22. 委 託 料

8.

29.

職員4名分



節 金　　額

1.

3.

1.

企業債償還元金

特設配水管布設工事

企 業 債
償 還 元 金

量水器等固定資産購入費
固 定 資 産
購 入 費

205,914

10,562

29.

52.

特設配水管
布 設 費

50.

7,289

205,914 198,625 7,289

6.
企 業 債
償 還 元 金

205,914 198,625

10,562 13,755 △ 3,193

企 業 債
償 還 元 金

固 定 資 産
購 入 費

款　　　　　項 目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比　較
増　減

5.

3,240 3,240 0

固 定 資 産
購 入 費

10,562 13,755 △ 3,193

3,240工 事 請 負 費
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各 自 明 細
付 記



注記

Ⅰ 重要な会計方針

当年度より、改正後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表を作成している。

1 固定資産の減価償却の方法

定額法による。

・主な耐用年数

建物 15年～50年

機械及び装置 15年～50年

器具及び備品 3年～15年

2 引当金の計上方法

(1)退職給付引当金

水道事業会計は、退職手当組合に加入しており、一般会計を通じて、当該組合に掛金を拠出している。また、水道事業会計の負担金については、一般会計との取り決め

により、水道事業会計が一般会計に対して負担金を拠出して以降の追加的負担は発生しないこととなっているため、水道事業会計においては退職給付引当金は計上せず、

拠出時に費用処理を行っている。

(2)賞与引当金及び法定福利引当金

職員の期末手当及び勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込み額に基づき、当年度の負担に属する金額（１２月から３月

までの４か月分）を計上している。

(3）貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により、回収不能見込額を計上している。

3 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は期中税抜方式による。

Ⅱ その他の注記

新会計基準移行に係る経過措置

(1)修繕引当金に関する経過措置

平成26年3月31日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととする。

(2)みなし償却制度廃止に伴う経過措置

平成26年3月31日以前における償却資産の取得又は改良に充てるため補助金等で現に資本剰余金として整理している額については、平成26年3月31日以前に取得又は改良

した資産で、取得又は改良した資産との対応関係を個別的に把握できる資産を除いたすべての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産

は除く。）を対象とした按分等の方法を用いて合理的に整理している。


